





























































































































































室（Office of Chief Counsel）がそのほとんどを起草しているようである
（11）
。
なお、IRS は、公式の手引書において、大部分の財務省／ IRS 規則は、
法規の空白を埋めるものであるか、法規に既存の内容を定めたものにすぎ
ないから、APA の目的上、解釈的規則に該当する旨説明している（Internal 














































































(3)(B) に規定する告知手続を経ない「正当な理由」がある、という APA の
明文の規定を拠り所とする見解が考えられる。また、APA に明文の規定は























































































































































































































































































的又は専断的若しくは明らかに法規に反する（arbitrary, capricious, or 





的、裁量の濫用、その他法に従っていない（arbitrary, capricious, an abuse 
of discretion, or otherwise not in accordance with law）」場合には、審査裁
判所は、当該行政行為を違法ないし無効とする APA§706(2)(A) とおおむ
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